
１　策定の主旨 ５　推進体制等

２　計画期間

３　基本方針

○　公共建築物の管理イメージ

４　公共施設等の管理に関する取組方針
○　県有財産の総量縮小

○　これまでの主な取組
○　県有財産の有効活用

○　県有施設の省エネ化などによる維持管理の適正化

「長野県ファシリティマネジメント基本計画」
～経営的視点に基づく財産の総合的な利活用の推進～
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Ｈ29.3　財産活用課

○　県有施設の長寿命化

利活用見込みのない県有財産の売却および劣化が著しい施設の除却を推進するとともに、利用者の

利便性やサービス向上の観点から、県有施設の市町村や民間への譲渡・移管を進めるなど、県有財産

の総量縮小を推進

・ 施設アセスメントの実施

・ 未利用県有地の売却推進

・ 市町村との共同設置、市町村施設の利用

利用者の満足度向上につながる財産の有効活用を推進するとともに、歳入確保・歳出削減に向けて、

広告掲載用の壁貸し、太陽光発電用の屋根貸しなど各種貸付制度の導入施設の拡大、市町村との連

携による活用方法の検討を行うほか、職員宿舎の管理事務の集約化と共同利用を進めるなど、県有財

産の一層の効率的利活用を推進

・ 貸付制度の活用

・ 職員宿舎の管理事務集約化と共同利用の推進

今後も継続して利用していく施設について、計画的に修繕、改修工事を実施するため、中長期修繕・改

修計画を策定し、施設の長寿命化を推進するとともに利用者等の安全を確保するため、県有施設の耐

震化や定期点検の実施体制の整備を推進

・ 保全情報の一元化

・ 定期点検の実施体制の整備

・ 保全業務の支援

○ 急速な少子高齢化の進展、人口減少社会の到来などにより県民ニーズが多様化・複雑化

○ 厳しい財政状況の中、公共施設等の老朽化対策、有効活用が大きな課題

・ このような状況の下、県ではファシリティマネジメント基本方針を策定し（H23.12)、取組を推進

・ 経営的視点に基づき、公共施設等全体のマネジメントを行い、財政負担の軽減・平準化、県有

財産の総量縮小・利活用を推進

○ 県有財産の総量縮小 平成３８年度末までに、県有施設総量（総延床面積）を、５％縮減（インフラ施設、企業資産を除く）

○ 県有財産の有効活用 貸付制度の拡充、空きスペースの活用など、県有財産の一層の効率的利活用を推進

○ 県有施設の長寿命化 平成３２年度末までに、中長期修繕・改修計画（個別施設計画）を策定

○ 温室効果ガスの削減目標、第５次長野県職員率先実行計画を踏まえ、省エネルギー化を推進

【概要版】

１０年間 （平成２９年度～平成３８年度）

施設の維持管理にあたっては、エネルギーマネジメントを実践し、省エネルギー化を推進するとともに、

類似施設との比較分析、委託業務の仕様書等の統一などにより維持管理の適正化を推進

・ エネルギー使用量の把握と分析

・ トータルコストを考慮した改修と省エネルギー効果の検証

・ 施設の有効活用・転用集約化計画の策定

・ 県有施設の市町村や民間への譲渡・移管

・ 民間ノウハウの活用（ＰＰＰ、ＰＦＩ等）

・ 遊休施設・空きスペースを活用する仕組みの構築

・ 高校再編に伴う後利用の検討

・ 中長期修繕・改修計画（個別施設計画）の策定

・ 県有施設の安全確保（耐震改修、除却）

・ インフラ施設の長寿命化

・ 維持管理業務の最適化

・ 省エネルギー化推進体制の構築
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（積極的な県有地の売却等）

（地域での利活用、共同利用等）

（目標年数に至るまでの計画保全等）
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よる維持管理の適正化



○　公共施設等の現状と課題

○　公共建築物 ○　インフラ施設
【現状】 約8,500棟、延床面積約366万㎡と膨大な公共建築物を所有 【現状】 道路、橋梁等の産業インフラ、河川管理施設等の国土保全のためのインフラ、下水道、公園等

人口減少や少子化、高齢化の進行、高速交通網の整備など社会構造や県民ニーズが変化 の生活関連インフラ、都市や農山漁村を形成するインフラ等、多岐にわたる施設を所有または

【課題】 築後30年を経過したものが約3分の2となる等施設の老朽化が進行し、維持管理・更新等に係 管理

る経費が増大 【課題】 昭和40年代に集中して整備されたものが多く、老朽化が進行し、維持管理・更新等に係る経費

このため、県有財産の総量縮小の推進はもとより、老朽化施設の更新を計画的に進め、財政 が増大

改修等の予防保全措置を実施することにより長寿命化を図り、財政支出の軽減が必要

○　県が所有するインフラ施設の概要 （平成27年度末現在）

○　県が所有する公共建築物の概要 （単位：㎡）

緊 急 輸 送 路 吹 付 法 面 719 箇所 2.2 % 29.0 %

主なインフラ施設
施設数

(H28.4.1現在) 平成27年度末 10年後

橋 梁 3,831 橋 33.9 % 55.4 %

ト ン ネ ル 192 本 21.9 %

ロ ッ ク シ ェ ッ ド 52 箇所 0.0 % 17.3 %

ス ノ ー シ ェ ッ ド 73 箇所 4.1 % 8.3 %

38.2 %

建設後50年以上経過する施設の割合

負担の平準化を図るとともに、計画的な保全措置の実施により長寿命化の推進が必要 インフラ施設についても、現状把握と分析を行い、損傷が大きくなる前に計画的な修繕と延命

築後３０年経過


